
（別添）

(百万円)

団体名　　　藤　里　町
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

2,026 139

１１１１　　　　一般会計及一般会計及一般会計及一般会計及びびびび特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（主主主主としてとしてとしてとして普通会計普通会計普通会計普通会計にににに係係係係るものるものるものるもの）））） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 3,291 3,201 90 88 3,843 ―　

介護ｻｰﾋﾞｽ特別会計 1 1 0 0 ―　 ―　

普通会計 3,292 3,202 90 88 3,843 ―　

２２２２　　　　１１１１以外以外以外以外のののの特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（公営企業公営企業公営企業公営企業をををを含含含含むむむむ公営事業会計公営事業会計公営事業会計公営事業会計にににに係係係係るものるものるものるもの）））） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

国民健康保険特別会計 511 499 12 12 ―　 50 ―　 ―　

老人保健特別会計 630 630 0 0 ―　 59 ―　 ―　

水道特別会計 82 82 0 0 764 39 ―　 ―　

公共下水道事業特別会計 477 477 0 0 1,415 60 ―　 ―　

農業集落排水事業特別会計 20 20 0 0 346 16 ―　 ―　

合併浄化槽事業特別会計 17 16 1 1 48 4 ―　 ―　

介護保険特別会計 437 427 10 10 ―　 83 ―　 ―　

介護ｻｰﾋﾞｽ特別会計 96 68 28 28 61 13 ―　 ―　

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３３３３　　　　関係関係関係関係するするするする一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等のののの財政状況財政状況財政状況財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

能代山本広域市町村
圏組合〔一般〕 3,833 3,752 81 19 3,098 4.9 ―　 ―　

　〃　〔企業会計〕 685 629 56 56 16 ―　 ―　 ―　
山本養護老人ﾎｰﾑ組
合 175 176 △ 1 △ 1 45 2.5 ―　 ―　
北秋田市周辺市町村
衛生施設組合 394 384 10 10 214 6.2 ―　 ―　
秋田県後期高齢者医
療広域連合 41 41 0 0 0 0.6 ―　 ―　

秋田県市町村総合事務組合 13,431 12,517 914 914 0 0.6 ―　 ―　

秋田県市町村会館管理組合 134 117 17 17 0 3.3 ―　 ―　

４４４４　　　　第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター等等等等のののの経営状況及経営状況及経営状況及経営状況及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの財政的支援財政的支援財政的支援財政的支援のののの状況状況状況状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

㈱藤里開発公社 △ 14 112 210 72 ―　 ―　

白神農園ふじさと 0 2 3 0 ―　 ―　

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５５５５　　　　財政指数財政指数財政指数財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

―　

―　

―　

―　

―　

―　

―　

財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度））））

―　

―　

<法適用企業>

経常収支比率

―　

―　

―　

合計
（A）＋（B)

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.15

17.5

4.3

91.4

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

893

―　

2,165

―　

<法適用企業>

経常収支比率

―　

基金から51百万円繰入

備考

基金から51百万円繰入

―　


